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自治基本条例素案に複数論併記を求める提案
鎌倉市自治基本条例策定市民会議
第１グループ　　木上　和高

１．提案内容

　　　全体会出席者の十分の一以上の支持がある意見（条項案）については、自治基本条例素案に併記すること。　
２．提案理由
⑴市民会議に決定権限はない
　　市民会議のメンバーは、市の公募に応じて集まったのであり、選挙で選ばれた市長や議員のように市民を代表する立場にはありません。また、条例を制定する権限は市長や議会にあります。従って、複数意見があるにも拘らず、市民会議があたかも市民の決定であるかのように条例素案を一つに絞り込むことは、その立場と権限を越えるものです。

　⑵多様な意見を伝える権利と責務がある

　　　条例制定権者である市長や議会には、多様な市民の意見を充分聞いて適切な判断を下す責任があります。自治基本条例素案大綱（案）でも、議員の責務として「市民の中に入り、市民の声をよく聞」くことを定めています。一方、市民には市長や議会に自らの意見を伝える権利があります。
　　　従って、市民会議には、市民の権利を守り市長や議会がその責任を果たせるように、市民の多様な意見を市長や議会に伝える責務があります。無理に一つの意見に絞り込むことは、市民が市民の意見を排除するという矛盾を犯すことになります。
⑶「十分の一以上の支持」は法に照らして合理的

　　国会法第５４条は、委員会で出席委員の十分の一以上の賛成があった少数意見については、報告書を議長に提出したうえで、少数意見者が議院でこれを報告することを認めています。また、この報告書は会議録に掲載することが義務付けられています。
　　市民会議は市民が自由に集まった会であり、国会よりもより柔軟に多様な意見が尊重されるべきです。従って、全体会出席者の十分の一以上の支持がある意見を併記することは、法に照らしても充分な合理性があります。

⑷市民会議の多数意見が市民全体の多数意見とは限らない
　　　すでに述べたように、市民会議のメンバーは市民の信託を受けたわけではありません。また、年齢・性別などの構成にも極端な偏りがあり、鎌倉市民の平均的構成とも著しく乖離していて、市民会議の多数意見が鎌倉市民全体の多数意見と合致する根拠はありません。従って、市民会議において「多数意見」「少数意見」と区別すること自体に意味がなく、複数論あればいずれも同列に扱うべきです。
⑸ＰＩ活動による意見集約は困難
　　　ＰＩ活動により、市民の意見を完全に反映することは困難です。ＰＩ活動では相反する複数案の具体的内容を対比させて提示し、賛否を問うたわけではありません。従って、ＰＩ活動を理由に、市民会議の多数意見が鎌倉市民全体の支持を得ているとすることには無理があります。
⑹条例としての一貫性より多様な意見の尊重を
　　　複数論を併記した場合、条例としての一貫性が損なわれるとの批判が考えられます。しかし、憲法改正の国民投票においても、条文ごとに賛否を問うことになっており、憲法としての一貫性よりも国民の多様な意見を尊重する制度になっています。市民会議の条例素案では、なおさら多様な意見が尊重されてしかるべきです。
⑺全会一致の原則

　　　市民会議の会則は「全会一致の原則」を掲げています。会の組織運営については、やり方を決めなければならないので、多数決による決定もやむを得ませんが、条例素案については複数案を併記するべきです。鎌倉市議会においても、国に意見書を提出する場合は全会一致のものに限定しています。市長は市民会議の素案が複数論併記となることを否定しているとは思えません。市長や議会にとっては、市民の意見が一致している項目と意見が異なる項目が分かれば、論点が極めて明確になり、条例案策定に当たって貴重な資料となるはずです。
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